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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　排気ガス処理体の外周面に、複数のマット部材を組み合わせることにより構成される保
持シール材が配置された組立体であって、
　第１のマット部材は、上端面および下端面と、該上端面と下端面とをつなぐ第１および
第２の側端面とを有し、前記第１の側端面には第１の凸部が形成され、前記第２の側端面
には第１の凹部または第１の別の凸部が形成され、
　第２のマット部材は、上端面および下端面と、該上端面と下端面とをつなぐ第１および
第２の側端面を有し、前記第１の側端面には、第２の凹部が形成され、前記第２の側端面
には第２の凸部または第２の別の凹部が形成され、
　前記第１の凸部と前記第２の凹部を嵌め合わせ、前記第１の凹部または第１の別の凸部
と前記第２の凸部または第２の別の凹部を嵌め合わせることにより、前記第１および第２
のマット部材が接合され、
　前記第１の凸部は、前記第１のマット部材の第１の側端面上の第１の点Ａを始点として
、前記第２のマット部材の方に延伸する第１の輪郭部分、および前記第１のマット部材の
第１の側端面上の第２の点Ｂを始点として、前記第２のマット部材の方に延伸する第２の
輪郭部分を有し、
　前記第１の点Ａは、前記第２の点Ｂよりも前記第１のマット部材の上端面に近く、
　前記第１の側端面において、前記点Ａを始点とする前記第１の側端面と前記上端面とを
結ぶ線分Ｐ１と、前記第１の輪郭部分の点Ａを通る線分Ｐ２とのなす角度αは、α＞９０
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゜であり、
　前記第１の側端面において、前記点Ｂを始点とする前記第１の側端面と前記下端面とを
結ぶ線分Ｐ３と、前記第２の輪郭部分の点Ｂを通る線分Ｐ４とのなす角度βは、β＜９０
゜であり、
　前記第１の凸部は、実質的に、三角形状、平行四辺形状、または台形状であり、
　前記第１および第２のマット部材は、前記排気ガス処理体の外周面の形状に対応するよ
うに、型成形されたものであることを特徴とする組立体。
【請求項２】
　前記第１の凸部は、曲線状の輪郭部分を有することを特徴とする請求項１に記載の組立
体。
【請求項３】
　前記第１の凸部は、前記第１のマット部材の前記第１の側端面上に、複数形成されてい
ることを特徴とする請求項１または２に記載の組立体。
【請求項４】
　前記角度αは、９５゜～１７５゜の範囲であり、および／または
　前記角度βは、５゜～８５゜の範囲であることを特徴とする請求項１乃至３のいずれか
一つに記載の組立体。
【請求項５】
　前記排気ガス処理体は、触媒担持体または排気ガスフィルタであることを特徴とする請
求項１乃至４のいずれか一つに記載の組立体。
【請求項６】
　前記第１のマット部材および／または前記第２のマット部材は、アルミナ繊維、ムライ
ト繊維、シリカアルミナ繊維、およびガラス繊維で構成された群から選定された、少なく
とも一つを含むことを特徴とする請求項１乃至５のいずれか一つに記載の組立体。
【請求項７】
　前記第１のマット部材および／または前記第２のマット部材は、さらに、無機結合材お
よび有機結合材のうちの少なくとも一つを有することを特徴とする請求項６に記載の組立
体。
【請求項８】
　前記排気ガス処理体の外周面は、鼓状または樽状の形状であることを特徴とする請求項
１乃至７のいずれか一つに記載の組立体。
【請求項９】
　排気ガスの流通する２つの開口面を有する排気ガス処理体の外周面に、複数のマット部
材を組み合わせることにより構成される保持シール材が配置された組立体と、
　前記組立体を収容する筒状部材と、
　で構成される排気ガス処理装置であって、
　前記組立体は、請求項１乃至８のいずれか一つに記載の組立体であることを特徴とする
排気ガス処理装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両等の排気ガス処理装置に関し、特に、排気ガス処理装置に使用される組
立体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車の台数は、今世紀に入って飛躍的に増加しており、それに比例して、自動車の内
燃機関から排出される排気ガスの量も急激な増大の一途を辿っている。特にディーゼルエ
ンジンの排気ガス中に含まれる種々の物質は、汚染を引き起こす原因となるため、現在で
は、世界環境にとって深刻な影響を与えつつある。
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【０００３】
　このような事情の下、各種排気ガス処理装置が提案され、実用化されている。一般的な
排気ガス処理装置は、エンジンの排気ガスマニホールドに連結された排気管の途上に筒状
部材（ケーシング）を設け、その中に、排気ガスの入口および出口用の開口面を有し、内
部に微細な気孔を多数有する排気ガス処理体を配置した構造となっている。排気ガス処理
体の一例としては、触媒担持体、およびディーゼルパティキュレートフィルタ（ＤＰＦ）
等の排気ガスフィルタがある。例えばＤＰＦの場合、上述の構造により、排気ガスが排気
ガス処理体の入口開口面から出口開口面を通って排出される間に、気孔の周囲の壁に微粒
子がトラップされ、排気ガス中から微粒子を除去することができる。
【０００４】
　このような排気ガス処理体とケーシングの間には、通常保持シール材が設置される。保
持シール材は、車両走行中等における排気ガス処理体とケーシングの当接による破損を防
ぎ、さらにケーシングと排気ガス処理体との隙間から排気ガスがリークすることを防止す
るために用いられる。また、保持シール材は、排気ガスの排圧により排気ガス処理体が脱
落することを防止する役割を有する。さらに排気ガス処理体は、反応性を維持するため高
温に保持する必要があり、保持シール材には断熱性能も要求される。これらの要件を満た
す部材としては、アルミナ系繊維等の無機繊維を含むマット材がある。
【０００５】
　このマット材は、排気ガス処理体の開口面を除く外周面の少なくとも一部に巻き付けら
れた後、端面同士を接着テープにより接合し、排気ガス処理体と一体固定化されることに
より、保持シール材として機能する。その後、この組立体は、ケーシング内に装着され、
これにより排気ガス処理装置が構成される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１１－１７３１４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　前述のような保持シール材と排気ガス処理体とを有する組立体において、保持シール材
は、複数のマット部材で構成される場合もある。これらのマット部材は、相互に組み合わ
せた際に、丁度排気ガス処理体の外周形状と適合するような形状に、予め形成されている
。従って、これらのマット部材を組み合わせることにより、保持シール材を構成すること
ができる。
【０００８】
　このような分割構造のマット部材で構成される保持シール材は、例えば鼓状および樽状
など、様々な外周形状の排気ガス処理体に、より適合させることができる点で有益である
。すなわち、「シート状」のマット材では、真円柱状以外の外周形状を有する排気ガス処
理体に巻き回した際に、マット材と排気ガス処理体とが十分に密着せず、隙間が生じる場
合があるが、分割構造のマット部材からなる保持シール材では、このような問題を抑制す
ることができる。
【０００９】
　しかしながら、分割構造のマット部材では、保持シール材として構成する際に、接合さ
せる必要のある端面の数が増え、このため、組み立て時に使用する接着テープの量が増加
するという問題がある。（例えば、２つのマット部材の組み合わせで保持シール材が形成
される場合、接合すべき端面は、２箇所となり、３つのマット部材の組み合わせで保持シ
ール材が形成される場合、接合すべき端面は、３箇所となる。）
　このような接着テープ使用量の増大は、環境上、あまり好ましくはない。すなわち、こ
のような分割構造のマット部材を、排気ガス処理装置の保持シール材として使用した場合
、排気ガス処理装置の実際の使用の際、特に初期使用時に、排気ガスの熱によって接着テ
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ープに含まれる有機成分が熱分解し、これが装置外に排出されてしまうという問題が生じ
る。近年、排気ガス中の有機成分に対する規制は、益々厳しくなってきており、このよう
な有機成分の排出は、できる限り抑制することが望ましい。
【００１０】
　一方、この問題に対処するため、接着テープの使用量を低減させた場合、マット部材の
端部同士の接合力が低下し、２つのマット部材が容易に分離してしまうという問題が生じ
得る。
【００１１】
　本発明は、このような課題に鑑みなされたものであり、本発明では、複数のマット部材
を組み合わせて構成される保持シール材を含む組立体において、接着テープの使用量を抑
制した場合であっても、端部同士を適正な接合力で固定することが可能な保持シール材を
有する組立体を提供することを目的とする。また、本発明では、そのような組立体を備え
る排気ガス処理装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明では、
　排気ガス処理体の外周面に、複数のマット部材を組み合わせることにより構成される保
持シール材が配置された組立体であって、
　第１のマット部材は、上端面および下端面と、該上端面と下端面とをつなぐ第１および
第２の側端面とを有し、前記第１の側端面には、凸部が形成され、
　第２のマット部材は、上端面および下端面と、該上端面と下端面とをつなぐ第１および
第２の側端面を有し、前記第１の側端面には、凹部が形成され、
　前記凸部と前記凹部を嵌め合わせることにより、前記第１および第２のマット部材が接
合され、
　前記凸部は、前記第１のマット部材の第１の側端面上の第１の点Ａを始点として、前記
第２のマット部材の方に延伸する第１の輪郭部分、および前記第１のマット部材の第１の
側端面上の第２の点Ｂを始点として、前記第２のマット部材の方に延伸する第２の輪郭部
分を有し、
　前記第１の点Ａは、前記第２の点Ｂよりも前記第１のマット部材の上端面に近く、
　前記第１の側端面において、前記点Ａを始点とする前記第１の側端面と前記上端面とを
結ぶ線分Ｐ１と、前記第１の輪郭部分の点Ａを通る線分Ｐ２とのなす角度αは、α＞９０
゜であり、
　前記第１の側端面において、前記点Ｂを始点とする前記第１の側端面と前記下端面とを
結ぶ線分Ｐ３と、前記第２の輪郭部分の点Ｂを通る線分Ｐ４とのなす角度βは、β＜９０
゜であることを特徴とする組立体が提供される。
【００１３】
　ここで、本発明による組立体において、前記凸部は、実質的に、三角形状、平行四辺形
状、または台形状であっても良い。
【００１４】
　また、本発明による組立体において、前記凸部は、曲線状の輪郭部分を有しても良い。
【００１５】
　また、本発明による組立体において、前記凸部は、前記第１のマット部材の前記第１の
側端面上に、複数形成されても良い。
【００１６】
　また、本発明による組立体において、前記角度αは、９５゜～１７５゜の範囲であり、
および／または
　前記角度βは、５゜～８５゜の範囲であっても良い。
【００１７】
　また、本発明による組立体において、前記排気ガス処理体は、触媒担持体または排気ガ
スフィルタであっても良い。
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【００１８】
　また、本発明による組立体において、前記第１のマット部材および／または前記第２の
マット部材は、アルミナ繊維、ムライト繊維、シリカアルミナ繊維、およびガラス繊維で
構成された群から選定された、少なくとも一つを含んでも良い。
【００１９】
　また、本発明による組立体において、前記第１のマット部材および／または前記第２の
マット部材は、さらに、無機結合材および有機結合材のうちの少なくとも一つを有しても
良い。
【００２０】
　また、本発明による組立体において、前記排気ガス処理体の外周面は、鼓状または樽状
の形状であっても良い。
【００２１】
　さらに、本発明では、
　排気ガスの流通する２つの開口面を有する排気ガス処理体の外周面に、複数のマット部
材を組み合わせることにより構成される保持シール材が配置された組立体と、
　前記組立体を収容する筒状部材と、
　で構成される排気ガス処理装置であって、
　前記組立体は、前述のような特徴を有する組立体である、排気ガス処理装置が提供され
る。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明では、複数のマット部材を組み合わせて構成される保持シール材を含む組立体に
おいて、接着テープの使用量を抑制した場合であっても、端部同士を適正な接合力で固定
することが可能な保持シール材を有する組立体を提供することが可能となる。また、本発
明では、そのような組立体を備える排気ガス処理装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】従来の組立体の一例を模式的に示したシ斜視図である。
【図２】従来の組立体に含まれる保持シール材の組み立て法を模式的に示した図である。
【図３】分割構造の保持シール材１２０の一部を構成する第１のマット部材１２５Ａおよ
び第２のマット部材１２５Ｂの嵌合部の一例を概略的に示した図である。
【図４】２つのマット部材を接合する際の様子を模式的に示した図である。
【図５】第１のマット部材１２５Ａの凸部、および第２のマット部材１２５Ｂの凹部の形
態の一例を示した図である。
【図６】第１のマット部材１２５Ａの凸部、および第２のマット部材１２５Ｂの凹部の別
の形態の一例を示した図である。
【図７】第１のマット部材１２５Ａの凸部、および第２のマット部材１２５Ｂの凹部のさ
らに別の形態の一例を示した図である。
【図８】第１のマット部材１２５Ａの凸部および第２のマット部材１２５Ｂの凹部が曲線
形状の輪郭部分を有する場合の嵌合部の一例を示した模式図である。
【図９】第１のマット部材１２５Ａの凸部および第２のマット部材１２５Ｂの凹部が曲線
形状の輪郭部分を有する場合の嵌合部の一例を示した模式図である。
【図１０】本発明による組立体１００の一構成例を模式的に示した斜視図である。
【図１１】本発明による組立体１００を備える排気ガス処理装置の一構成例を模式的に示
した断面図である。
【図１２】本発明による組立体の製造方法の一例を概略的に示したフロー図である。
【図１３】分割構造の保持シール材用のマット部材の製造方法の一例を概略的に示したフ
ロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
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　以下、本発明について説明する。
【００２５】
　まず、本発明をより良く理解するため、図１および図２を参照して、従来の保持シール
材について説明する。
【００２６】
　図１には、排気ガス処理体と保持シール材とで構成された、従来の組立体の一例を概略
的に示す。また、図２には、保持シール材の組み立て様式の一例を概略的に示す。
【００２７】
　前述のように、真円柱状以外の外周形状を有する排気ガス処理体の外周面に保持シール
材を設置する際などにおいて、シート状のマット材を排気ガス処理体の外周面に巻き回し
て保持シール材を形成する代わりに、複数のマット材を組み合わせて保持シール材を形成
することが好ましい場合がある。（以下、このような複数のマット材を組み合わせて構成
される保持シール材を、「分割構造」の保持シール材と称する）。
【００２８】
　図１には、排気ガス処理体の外周面に、そのような「分割構造」の保持シール材を配置
することにより構成された組立体１０の一例を概略的に示す。図１に示すように、組立体
１０は、排気ガス処理体１２、および該排気ガス処理体１２の外周面に配置された分割構
造の保持シール材２０を有する。なお、簡略化のため、図１では、排気ガス処理体１２の
外周形状は、真円柱状であると仮定している。
【００２９】
　図２に示すように、分割構造の保持シール材２０は、２分割式であり、略半円筒形状の
２つのマット部材（第１のマット部材２５Ａおよび第２のマット部材２５Ｂ）で構成され
る。第１のマット部材２５Ａは、一方の端部２６Ａに凸部６０を有し、第２のマット部材
２５Ｂは、一方の端部２６Ｂに凹部７０を有する。
【００３０】
　このように構成された両マット部材２５Ａ、２５Ｂにおいて、第１のマット部材２５Ａ
の端部２６Ａの凸部６０を、第２のマット部材２５Ｂの端部２６Ｂの凹部７０に嵌合する
ことにより、両マット部材２５Ａ、２５Ｂの端部２６Ａ、２６Ｂを接合することができる
。同様に、両マット部材２５Ａ、２５Ｂの他方の端部同士を嵌合することにより、両マッ
ト部材２５Ａ、２５Ｂが一体化され、分割構造の保持シール材２０が形成される。
【００３１】
　ただし、この状態では、両マット部材２５Ａ、２５Ｂの接合力は十分ではなく、各マッ
ト部材２５Ａ、２５Ｂに対して、例えば図２の矢印Ｆ１およびＦ２の方向に力が加わった
場合（以下、両力を「円周方向の対向力」と称する）、両マット部材２５Ａ、２５Ｂの端
部２６Ａ、２６Ｂは、容易に外れてしまい、これにより両マット部材２５Ａ、２５Ｂが分
離してしまう。
【００３２】
　そのため、一般には、図１に示すように、両マット部材２５Ａ、２５Ｂの端部２６Ａ、
２６Ｂ同士を嵌合させた後には、さらに接着テープ９０等で両マット部材を接合させる必
要がある。両マット部材２５Ａ、２５Ｂの他方の端部についても同様である。
【００３３】
　しかしながら、分割構造の保持シール材の場合、接合させる端面の数は、最低でも２つ
以上存在し、このため、分割構造の保持シール材の場合、シート状のマット材を巻き回し
て使用する場合に比べて、組み立て時に使用する接着テープ９０の量が増加するという問
題が生じる。
【００３４】
　例えば、図２のように、２つのマット部材２５Ａ、２５Ｂで保持シール材が形成される
場合、接合すべき端面は、２箇所となり（使用接着テープ量２倍）、３つのマット部材で
保持シール材が形成される場合、接合すべき端面は、３箇所（使用接着テープ量３倍）と
なる。
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【００３５】
　このようなテープ使用量の増大は、環境上、あまり好ましくはない。すなわち、このよ
うな分割構造の保持シール材を、排気ガス処理装置内に使用した場合、排気ガス処理装置
の使用の際、特に初期使用時に、排気ガスの熱によって接着テープに含まれる有機成分が
熱分解し、これが装置外に排出されてしまうという問題が生じる。近年、排気ガス中の有
機成分に対する規制は、益々厳しくなってきており、このような有機成分の排出は、でき
る限り抑制する必要がある。
【００３６】
　これに対して、本発明では、
　排気ガス処理装置に使用される排気ガス処理体の外表面に、複数のマット部材を組み合
わせることにより構成される保持シール材が配置された組立体であって、
　第１のマット部材は、上端面および下端面と、該上端面と下端面とをつなぐ第１および
第２の側端面とを有し、前記第１の側端面には、凸部が形成され、
　第２のマット部材は、上端面および下端面と、該上端面と下端面とをつなぐ第１および
第２の側端面を有し、前記第１の側端面には、凹部が形成され、
　前記凸部と前記凹部を嵌め合わせることにより、前記第１および第２のマット部材が接
合され、
　前記凸部は、前記第１のマット部材の第１の側端面の第１の点Ａを始点として、前記第
２のマット部材の方に延伸する第１の輪郭部分、および前記第１のマット部材の第１の側
端面の第２の点Ｂを始点として、前記第２のマット部材の方に延伸する第２の輪郭部分を
有し、
　前記第１の点Ａは、前記第２の点Ｂよりも前記第１のマット部材の上端面に近く、
　前記第１の側端面において、前記点Ａを始点とする前記第１の側端面と前記上端面とを
結ぶ線分Ｐ１と、前記第１の輪郭部分の点Ａを通る線分Ｐ２とのなす角度αは、α＞９０
゜であり、
　前記第１の側端面において、前記点Ｂを始点とする前記第１の側端面と前記下端面とを
結ぶ線分Ｐ３と、前記第２の輪郭部分の点Ｂを通る線分Ｐ４とのなす角度βは、β＜９０
゜を満たすことを特徴とする組立部材が提供される。
【００３７】
　以下、このような特徴を有する本発明の組立体における「分割構造」の保持シール材の
機能について、図面を参照して説明する。
【００３８】
　図３には、本発明による分割構造の保持シール材１２０の一部を構成する第１のマット
部材１２５Ａおよび第２のマット部材１２５Ｂの嵌合部の一例を概略的に示す。
【００３９】
　図３に示すように、第１のマット部材１２５Ａは、上端面１４８Ａ、下端面１４９Ａ、
および側端面１５０Ａを有し、側端面１５０Ａには、凸部１６０が形成されている。また
、第２のマット部材１２５Ｂは、上端面１４８Ｂ、下端面１４９Ｂ、および側端面１５０
Ｂを有し、側端面１５０Ｂに凹部１７０が形成されている。凸部１６０と凹部１７０とを
嵌め合わせることにより、第１のマット部材１２５Ａと第２のマット部材１２５Ｂとが、
側端面１５０Ａ、１５０Ｂ同士で接合される。なお、図３において、凸部１６０および凹
部１７０は、略三角形状に形成されているが、凸部１６０および凹部１７０の形状は、特
に限られない。
【００４０】
　第１のマット部材１２５Ａの凸部１６０は、図３に示すように、点Ａを始点とする輪郭
部分Ｒ１、および点Ｂを始点とする輪郭部分Ｒ２を有する。より具体的には、凸部１６０
は、第１のマット部材１２５Ａの側端面１５０Ａ上の点Ａおよび点Ｂを始点として、第２
のマット部材１２５Ｂの方に向かって突出している。なお、ここでは、側端面１５０Ａに
おいて、上端面１４８Ａにより近い点を点Ａとし、下端面１４９Ａにより近い点を点Ｂと
する。
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【００４１】
　同様に、第２のマット部材１２５Ｂの側から見れば、第２のマット部材１２５Ｂの凹部
１７０は、図３に示すように、点Ａを始点とする輪郭部分Ｒ１、および点Ｂを始点とする
輪郭部分Ｒ２を有する。より具体的には、凹部１７０は、第２のマット部材１２５Ｂの側
端面１５０Ｂ上の点Ａおよび点Ｂを始点として、第２のマット部材１２５Ｂの方に向かっ
て突出している。
【００４２】
　ここで、側端面１５０Ａにおいて、第１のマット部材１２５Ａの点Ａと上端面１４８Ａ
とを結ぶ線分をＰ１とし、凸部１６０の輪郭部分Ｒ１、Ｒ２のうち点Ａから始まる部分を
線分Ｐ２とすると、Ｐ１とＰ２のなす角度αは、９０゜よりも大きな鈍角となっている。
一方、側端面１５０Ａにおいて、第１のマット部材１２５Ａの点Ｂと下端面１４９Ａとを
結ぶ線分をＰ３とし、凸部１６０の輪郭部分Ｒ１、Ｒ２のうち点Ｂから始まる部分を線分
Ｐ４とすると、Ｐ３とＰ４のなす角度βは、９０゜よりも小さな鋭角となっている。
【００４３】
　このような態様で、第１のマット部材１２５Ａの凸部１６０を形成した場合、側端面１
５０Ａ、１５０Ｂで接合された２つのマット部材１２５Ａ、１２５Ｂは、円周方向の対向
力Ｆ１、Ｆ２に対して、有意な抵抗性を有する。これは、第１のマット部材１２５Ａに対
して、円周方向の対向力Ｆ１が働いても、凸部１６０の輪郭部分Ｒ２、特に線分Ｐ４の部
分が第１のマット部材１２５Ａの右方向の動きに対する抵抗となるためである。（逆の表
現をすれば、第２のマット部材１２５Ｂに対して、円周方向の対向力Ｆ２が働いても、凹
部１７０の輪郭部分Ｒ２、特に線分Ｐ４の部分が第２のマット部材１２５Ｂの左方向の動
きに対する抵抗となるとも言える）。
【００４４】
　このため、本発明では、従来のような、２つのマット部材が円周方向の対向力を受けた
場合に、端部同士が外れて分離してしまうという問題が生じ難くなる。また、これにより
、分割構造の保持シール材を組み立てる際に使用する接着テープの量を有意に抑制するこ
とが可能となり、組立部材から排出される有機成分の量を有意に抑制することが可能とな
る。
【００４５】
　なお、図３の例では、第１のマット部材１２５Ａの側端面１５０Ａに設けられた凸部１
６０および第２のマット部材１２５Ｂの側端面１５０Ｂに設けられた凹部１７０の数は、
一つであるが、凸部および凹部の数は、特に限られない。凸部および凹部は、２つ以上で
あっても良い。
【００４６】
　また、本発明の一態様では、第１のマット部材１２５Ａと第２のマット部材１２５Ｂの
嵌合は、比較的簡単に行うことができるという特徴を有する。
【００４７】
　図４には、２つのマット部材を接合する際の様子を模式的に示す。なお、図４では、第
１のマット部材１２５Ａは、第１の側端面１５０Ａに、２つの凸部１６０を有するととも
に、第２の側端面１５１Ａにも、２つの凸部１６０'を有する。また、第２のマット部材
１２５Ｂは、第１の側端面１５０Ｂに、２つの凹部１７０を有するとともに、第２の側端
面１５１Ｂにも、２つの凹部１７０'を有する。図４では、視認しにくいが、凸部１６０
と凸部１６０'は、同形状であり、凹部１７０と凹部１７０'は、同形状である。
【００４８】
　ここで、２つのマット部材１２５Ａ、１２５Ｂを接合する際には、図４に示すように、
凸部１６０、１６０'を有する第１のマット部材１２５Ａを、凹部１７０、１７０'を有す
る第２のマット部材１２５Ｂに対して、右上方から矢印Ａ１の方向に移動させ、あるいは
凹部１７０、１７０'を有する第２のマット部材１２５Ｂを、凸部１６０、１６０'を有す
る第１のマット部材１２５Ａに対して、左下方から矢印Ａ２の方向に移動させる。これに
より、両マット部材の凸部１６０と凹部１７０、および凸部１６０'と凹部１７０'のそれ
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ぞれを、容易に嵌合させることができる。
【００４９】
　なお、第１のマット部材１２５Ａと第２のマット部材１２５Ｂの嵌合が簡単に行える形
態は、これに限られるものではない。例えば、第１のマット部材１２５Ａの第１の側端面
１５０Ａに形成された凸部１６０の数または寸法と、第２の側端面１５１Ａに形成された
凸部１６０'の数または寸法（同様に、第２のマット部材１２５Ｂの第１の側端面１５０
Ｂに形成された凹部１７０の数または寸法と、第２の側端面１５１Ｂに形成された凹部１
７０'の数または寸法）とは、異なっていても良い。
【００５０】
　また、例えば、図４において、第１のマット部材１２５Ａは、第１の側端面１５０Ａに
凸部１６０を有し、第２の側端面１５１Ａに凹部１７０'を有しても良い。また、第２の
マット部材１２５Ｂは、第１の側端面１５０Ｂに凹部１７０を有し、第２の側端面１５１
Ｂに凸部１６０'を有しても良い。この場合、第１のマット部材１２５Ａの凸部１６０と
、第２のマット部材１２５Ｂの凸部１６０'とを逆方向に突出させるように構成しておけ
ば（例えば、図４において、第１のマット部材１２５Ａの凸部１６０を斜め下向き方向に
突出させ、第２のマット部材１２５Ｂの凸部１６０'を斜め上向き方向に突出させる等）
、両マット部材１２５Ａ、１２５Ｂの嵌合を容易に行うことができる。
【００５１】
　すなわち、第１のマット部材１２５Ａの第１の側端面１５０Ａに形成された凸部の突出
方向と、第１のマット部材１２５Ａの第２の側端面１５１Ａに形成された凸部の突出方向
とが略同じ方向となるようにして、あるいは、第１のマット部材１２５Ａの第１の側端面
１５０Ａに形成された凸部の突出方向と、第１のマット部材１２５Ａの第２の側端面１５
１Ａに形成された凹部の切り抜き方向とが略反対方向となるようにして、第１のマット部
材１２５Ａの第２の側端面１５１Ａに凸部または凹部を形成することにより、両マット部
材１２５Ａ、１２５Ｂの嵌合を容易に行うことができる。
【００５２】
　また第１のマット部材１２５Ａの第１の側端面１５０Ａに形成された凸部の方向と、第
２のマット部材１２５Ｂの第２の側端面１５１Ｂに形成された凸部の方向が逆にならない
限りにおいては、マット部材を排気ガス処理体に巻きつける際の方向性、またはマット部
材が巻きつけられた組立体をケーシングに収容する際の方向性は、有機顔料の印刷などに
より形成した識別手段を別途設けなくても、容易に識判断することが可能であり、これに
より、有機成分のさらなる低減が可能となる。また、このような態様では、無機顔料によ
り識別手段を形成した場合と比較しても、工程の省略化が可能であり、組み付け作業中に
無機顔料がマット部材表面から脱落し消えてしまうことがなく、確実な識別判断が可能と
なる。
【００５３】
　なお以上の説明において、図３、図４の例では、凸部１６０および凹部１７０は、三角
形状となっている。このため、図３において、凸部１６０または凹部１７０の輪郭部分Ｒ
１およびＲ２は、それぞれ、線分Ｐ２およびＰ３と一致する。しかしながら、本発明にお
いて、凸部１６０および凹部１７０の形状は、これに限られない。
【００５４】
　図５乃至図７には、第１のマット部材１２５Ａの凸部（第２のマット部材１２５Ｂの凹
部）の別の形態の一例を示す。
【００５５】
　図５では、第１のマット部材１２５Ａの凸部１６１、および第２のマット部材１２５Ｂ
の凹部１７１は、平行四辺形状になっている。また、図６では、第１のマット部材１２５
Ａの凸部１６２、および第２のマット部材１２５Ｂの凹部１７２は、台形形状になってい
る。さらに、図７では、第１のマット部材１２５Ａの凸部１６３、および第２のマット部
材１２５Ｂの凹部１７３は、楕円を斜めに切断したような形状になっている。
【００５６】
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　このような形態の凸部１６１～１６３を有するマット部材１２５Ａ、および凹部１７１
～１７３を有するマット部材１２５Ｂにおいては、三角形状の場合と比較して嵌合時に先
端部を損傷させる危険性が少なく、かつ前述のような効果が得られることは、当業者には
明らかである。
【００５７】
　また、前述の形態の凸部を一つの端部に複数設け、さらに異なる態様を複数組み合わせ
て用いることも可能である。さらに、第１の側端面１５０Ａの端部と、第２の側端面１５
１Ａの端部とで、異なった形態の凸部を組み合わせて用いることも可能である。
【００５８】
　なお、第１のマット部材１２５Ａの凸部および第２のマット部材１２５Ｂの凹部が、図
７に示すような、曲線形状の輪郭部分を有する場合、角度αおよびβは、以下のように定
めることができる。
【００５９】
　図８および図９には、第１のマット部材１２５Ａの凸部および第２のマット部材１２５
Ｂの凹部が曲線形状の輪郭部分を有する場合の嵌合部の拡大図の一例を示す。
【００６０】
　図８の例では、凸部１６０（凹部１７０）は、点Ａを始点として、下に凸の形状で延伸
する輪郭部分Ｒ１と、点Ｂを始点として、下に凸の形状で延伸する輪郭部分Ｒ２とを有す
る。
【００６１】
　このような場合は、前述の図３の線分Ｐ２の代わりに、輪郭部分Ｒ１と点Ａで接する直
線Ｌ１を引き、この直線Ｌ１と線分Ｐ１のなす角度をαとすれば良い。また、前述の図３
の線分Ｐ４の代わりに、輪郭部分Ｒ２と点Ｂで接する直線Ｌ２を引き、この直線Ｌ２と線
分Ｐ３のなす角度をβとすれば良い。
【００６２】
　一方、図９の例では、凸部１６０（凹部１７０）は、点Ａを始点として、上に凸の形状
で延伸する輪郭部分Ｒ１と、点Ｂを始点として、上に凸の形状で延伸する輪郭部分Ｒ２と
を有する。
【００６３】
　このような場合も、図８の場合と同様に、前述の図３の線分Ｐ２の代わりに、輪郭部分
Ｒ１と点Ａで接する直線Ｌ１を引き、この直線Ｌ１と線分Ｐ１のなす角度をαとすれば良
い。また、前述の図３の線分Ｐ４の代わりに、輪郭部分Ｒ２と点Ｂで接する直線Ｌ２を引
き、この直線Ｌ２と線分Ｐ３のなす角度をβとすれば良い。
【００６４】
　このような方法で得られた角度αがα＞９０゜を満たし、さらに角度βがβ＜９０゜を
満たした場合、前述のような本発明による効果が得られることは、明らかであろう。従っ
て、本発明は、凸部および凹部の輪郭部分が直線形状の組み合わせのみで形成されている
場合に限られず、凸部および凹部の輪郭部分の一部または全部が曲線で形成されている場
合にも、同様に適用することができる。
【００６５】
　ここで、角度αは、特に、９５゜～１７５゜の範囲であることが好ましく、１１０゜～
１６０゜の範囲であることがより好ましい。また、角度βは、特に、５゜～８５゜の範囲
であることが好ましく、３０゜～６０゜の範囲であることがより好ましい。
【００６６】
　前記角度αが９５゜未満になると、端部同士の適正な接合力が失われ、角度αが１７５
゜を超えると、線分Ｐ２と線分Ｐ４によって形成される部分（凸部１７０）において、十
分な強度が得られない場合がある。
【００６７】
　また、前記角度βが５゜未満になると、端部同士の適正な接合力が失われ、前記角度β
が８５゜を超えると、線分Ｐ３と線分Ｐ４によって形成される部分において、十分な強度
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が得られない場合がある。
【００６８】
　このような「分割構造」の保持シール材を構成する各マット部材は、無機繊維を有し、
さらに有機バインダおよび／または無機バインダ等を含んでも良い。
【００６９】
　無機繊維としては、通常の場合、アルミナ繊維、シリカ繊維、ムライト繊維、シリカア
ルミナ繊維、およびガラス繊維等から選定された少なくとも一つが使用される。
【００７０】
　有機バインダおよび／または無機バインダは、通常の場合、マット部材の総重量に対し
て１ｗｔ％～１０ｗｔ％の範囲で含有される。
【００７１】
　図１０には、本発明による組立体１００の斜視図を模式的に示す。
【００７２】
　図１０に示すように、本発明による組立体１００は、排気ガス処理体１１２と、この排
気ガス処理体１１２の外周面の少なくとも一部に配置された保持シール材１２０とで構成
される。保持シール材１２０は、少なくとも２つのマット部材１２５Ａ、１２５Ｂとを組
み合わせることにより構成される。前述のように、第１のマット部材１２５Ａと第２のマ
ット部材１２５Ｂとは、第１のマット部材１２５Ａの凸部１６０と、第２のマット部材１
２５Ｂの凹部１７０を嵌合することにより接合される。
【００７３】
　前述のように、嵌合部分は、円周方向の対向力に対して、比較的良好な接合性を発揮す
るため、第１のマット部材１２５Ａと第２のマット部材１２５Ｂとが、嵌合部で分離して
しまうという問題が有意に抑制される。
【００７４】
　なお、図１０では、第１のマット部材１２５Ａおよび第２のマット部材１２５Ｂの接合
される部分には、接着テープは設置されていない。しかしながら、両者が接合される部分
に、さらに接着テープを設置しても良い。ただし、前述のように、本発明による組立体１
００では、使用する接着テープの量が有意に抑制されることに留意する必要がある。
【００７５】
　このような組立体１００は、金属等で構成された筒状のケーシング内に、例えば、圧入
方式等により装着され、排気ガス処理装置に使用される。
【００７６】
　図１１には、本発明による組立体を備える排気ガス処理装置の一構成例を示す。
【００７７】
　図１１に示すように、排気ガス処理装置４１０は、前述の特徴を有する保持シール材１
２０が排気ガス処理体１１２の外周面に設置されることにより構成された組立体１００と
、この組立体１００を収容するケーシング２１２と、該ケーシング２１２の入口側および
出口側のそれぞれに接続された、排気ガスの入口管４２０および出口管４３０とを有する
。
【００７８】
　この図の例では、入口管４２０および出口管４３０は、ケーシング２１２と接続される
位置で径が拡張されるように、テーパ形状となっている。また、この図の例では、排気ガ
ス処理体１１２は、排気ガスの入口と出口用の開口面を有し、ガス流と平行な方向に多数
の貫通孔を有する触媒担持体である。触媒担持体は、例えばハニカム状の多孔質炭化珪素
等で構成される。ただし、本発明の排気ガス処理装置４１０は、このような構成に限られ
るものではない。例えば、排気ガス処理体１１２を貫通孔の一部が目封じされたＤＰＦと
することも可能である。
【００７９】
　ここで、保持シール材１２０は、前述のような特徴を有する第１のマット部材１２５Ａ
および第２のマット部材１２５Ｂとを有する。従って、この排気ガス処理装置４１０では
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、使用の際に、有機成分の排出が有意に抑制される。
【００８０】
　（本発明による組立体の製造方法）
　次に、図１２を参照して、本発明による組立体１００の製造方法の一例について説明す
る。
【００８１】
　図１２には、本発明による組立体１００の製造方法のフローを模式的に示す。図１２に
示すように、本発明による組立体１００は、
　第１および第２の開口面と、両開口面をつなぐ外周面とを有する排気ガス処理体を準備
するステップ（ステップＳ１１０）と、
　複数のマット部材を組み合わせることにより、前記排気ガス処理体の前記外周面上に、
保持シール材を構成するステップ（ステップＳ１２０）と、
　を有する。
【００８２】
　以下、各ステップについて説明する。
【００８３】
　（ステップＳ１１０）
　まず、排気ガス処理体が準備される。排気ガス処理体は、第１および第２の開口面と、
外周面とを有する。排気ガス処理体の第１および第２の開口面には、排気ガスが流通する
複数のセルおよび該セルを区画するセル壁が形成されている。セルの数、形状、および寸
法、ならびにセル壁の寸法等は特に限られない。また、排気ガス処理体の材質も特に限ら
れない。一般には、排気ガス処理体として、コージェライト、アルミナ、炭化ケイ素、お
よび／または窒化ケイ素等を含むセラミックスが使用される。
【００８４】
　排気ガス処理体は、例えば、無機粒子を含むスラリーを成形体として成形し、この成形
体を焼成することにより製造することができる。
【００８５】
　前述のように、排気ガス処理体は、触媒担持体、およびディーゼルパティキュレートフ
ィルタ（ＤＰＦ）等の排気ガスフィルタ等であっても良い。
【００８６】
　また、排気ガス処理体の形状は、柱状である限り、特に限られない。排気ガス処理体は
、例えば、円柱状、角柱状、軸方向に垂直な断面が楕円形状となる形状等であっても良い
。また、排気ガス処理体は、軸方向に沿って径が変化するような形状、例えば鼓状（長手
方向のいずれかの位置で径が最小となるような形状）、および樽状（長手方向のいずれか
の位置で径が最大となるような形状）であっても良い。
【００８７】
　特に、本発明に使用される保持シール材は、複数のマット部材を組み合わせることによ
り構成される。このような「分割構造」の保持シール材は、相互に組み合わせた際に、丁
度排気ガス処理体の外周形状と適合するような形状に、予め形成されている。従って、こ
のような「分割構造」の保持シール材は、例えば鼓状および樽状など、様々な外周形状の
排気ガス処理体に、より適合させることができる点で有益である。すなわち、平坦な単一
の「シート状」のマット材を巻き回して保持シール材を構成する方法では、真円柱状以外
の外周形状を有する排気ガス処理体に巻き回した際に、保持シール材と排気ガス処理体と
が十分に密着せず、隙間が生じる場合があるが、「分割構造」保持シール材では、このよ
うな問題を抑制することができる。
【００８８】
　（ステップＳ１２０）
　次に、ステップＳ１１０で準備された排気ガス処理体の外周面に、保持シール材が設置
され、組立体が形成される。
【００８９】
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　組立体を形成する方法としては、例えば、複数のマット部材を組み合わせて、略筒状の
保持シール材を形成しておいてから、この内部に排気ガス処理体を装着する方法と、最初
から排気ガス処理体の外周面上で、複数のマット材を組み合わせて、保持シール材の組み
立て完了と同時に、組立体を構成する方法とがある。
【００９０】
　基本的には、何れの方法を採用しても良い。ただし、排気ガス処理体が、前述のような
軸方向に沿って径が変化するような形状の場合、後者の方法が利用される。
【００９１】
　（マット部材の製造方法）
　次に、図１３を参照して、「分割構造」の保持シール材用のマット部材の製造方法の一
例について、簡単に説明する。ただし、マット部材は、以下に示す方法以外の方法により
製造されても良い。
【００９２】
　図１３に示すように、マット部材は、例えば、
　無機繊維を含むスラリーを調製するステップ（ステップＳ２１０）と、
　前記スラリーを網状の成形型に投入するステップ（Ｓ２２０）と、
　成形型を吸引脱水して、湿潤成形体を得るステップ（Ｓ２３０）と、
　湿潤成形体を乾燥して、成形型から取り出すステップ（Ｓ２４０）と、
　を経て、製造することができる。
【００９３】
　以下、各ステップについて説明する。
【００９４】
　（ステップＳ２１０）
　まず、マット部材の原料となる無機繊維を含むスラリーが調製される。
【００９５】
　無機繊維の材質は、特に限られず、無機繊維として、例えば、アルミナ繊維、シリカ繊
維、および／またはガラス繊維等が使用されても良い。
【００９６】
　スラリーは、無機繊維と水とを混合することにより調製されるが、スラリーは、さらに
有機および／または無機バインダを含んでも良い。
【００９７】
　（ステップＳ２２０）
　次に、ステップＳ２１０で調製されたスラリーは、吸引脱水が可能な略筒状の成形型に
投入される。この成形型は、例えば網状の形態であり、成型空間の形状が、排気ガス処理
体の外周面の形状と対応するように形成されている。
【００９８】
　また、成形型は、得られる成形体が複数のパーツから構成されるようにするため、成型
空間に向かって突出するマスク部を有する。このマスク部は、成形体が所望の形状に区切
られるように配置されている。このため、マスク部を介して成形体が分離されることによ
り、後に所望の形状の複数の成形体を得ることができる。
【００９９】
　（ステップＳ２３０）
　次に、成形型の成型空間に、吸引器が設置され、成型空間内のスラリーが吸引脱水され
る。これにより、成形型の表面に付着したスラリーのみが残留し、略筒状の湿潤成形体を
得ることができる。
【０１００】
　（ステップＳ２４０）
　次に、乾燥機等により、得られた筒状の湿潤成形体が乾燥される。その後、得られた乾
燥成形体は、成形型から取り外される。これにより、複数のマット部材を得ることができ
る。また、得られたマット部材を組み合わせることにより、排気ガス処理体の外周面の形
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【０１０１】
　なお、前述の方法では、成形型にマスク部を設けることにより、成形体を複数のパーツ
に分離した。しかしながら、このようなマスク部は、必ずしも必要ではない。例えば、成
形体は、筒型の一体品として形成されてから、所定の形状に切断され、これにより、複数
のマット部材が得られても良い。
【０１０２】
　以上、本発明の一態様について説明した。なお、本願において、「上端面」および「下
端面」と言う用語は、部材の部分の相対的な位置関係を示すために使用されたものであり
、例えば「上端面」を「下端面」と称し、「下端面」を「上端面」と称するなど、両用語
は、入れ替えて解釈しても良いことに留意する必要がある。同様に、本願において、「第
１の」および「第２の」と言う用語は、複数ある同様の部分の一方を示すために使用され
たものであり、これらの用語は、入れ替えて解釈しても良いことに留意する必要がある。
【産業上の利用可能性】
【０１０３】
　本発明は、車両等に使用される排気ガス処理装置内の組立体等に利用することができる
。
【符号の説明】
【０１０４】
　１０　　　組立体
　１２　　　排気ガス処理体
　２０　　　保持シール材
　２５Ａ　　第１のマット部材
　２５Ｂ　　第２のマット部材
　２６Ａ、２６Ｂ　端部
　６０　　　凸部
　７０　　　凹部
　９０　　　接着テープ
　１００　　本発明による組立体
　１１２　　排気ガス処理体
　１２０　　保持シール材
　１２５Ａ　第１のマット部材
　１２５Ｂ　第２のマット部材
　１４８Ａ、１４８Ｂ　上端面
　１４９Ａ、１４９Ｂ　下端面
　１５０Ａ、１５０Ｂ　第１の側端面
　１５１Ａ、１５１Ｂ　第２の側端面
　１６０　　凸部
　１７０　　凹部
　２１２　　ケーシング
　４１０　　排気ガス処理装置
　４２０　　入口管
　４３０　　出口管
　Ｐ１～Ｐ４　線分
　Ｒ１、Ｒ２　輪郭部分。
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